
〇基礎情報

（施策のねらい）
１　施策指標と実績（Do）

（評価の見方） Ｓ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果があがった Ａ 事業の指標は達成できなかったが、成果はあがった Ｂ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果は今後見込める
Ｃ 事業の指標は達成できなかったが、成果は今後見込める Ｄ 事業の指標を概ね達成したが、成果は見込めない Ｅ 事業の指標を達成できず、成果も見込めない
Ｚ 未着手事業（計画していたが未実施に終わった） 実績なし 事業実施の体制は整えていたが、実績がなかった（実施計画期間中で当該年度は実施予定のないものを含む）

２　政策的事業の実績（平成30年度）

合計

Check

H30予算（円） 0

H30決算（円） 0

#N/A#N/A

4 0 #N/A

1 0 #N/A

#N/A#N/A

3 0 #N/A

Action

No.
事務事業

(第4次実施計画)
施
策
従事
者数

会計
区分

H29予算(円) H30予算(円) 何・誰に対して
（対象）

2 0 #N/A #N/A#N/A

事務事業の取組結果と成果（効果）　（Plan　/　Do）

H30実績値
どうなったか（生ま
れた成果・効果）

どう働きかけた結果
（手段・方法）

H30目標値事務事業の指標
H29決算(円) H30決算(円)

取組
時間

事務
改善

休・
廃止

評価

#N/A#N/A

6 0

事務事業評価表

課名 監査事務局 作成責任者 常勤職員 常勤職員以外 総従事者 時間外勤務時間

1 　監査業務のさらなる充実と向上
施策指標名

4次実施計画の
現状値

目標値
（R2年度）

実績値
H28年度 H29年度 H30年度

6.1 時間2 人 0 人 0 人

2

7.26 人 295 時間

0 0.0% 0

　市民に信頼される監査の実施

定期監査の指摘事項の件数 7件 0件 7件 4件 25件
3 　行政事務の執行における内部統制の徹底

再任用短時間 臨時職員 非常勤嘱託職員 総人工 総時間 一人あたり月平均
施策目標 -

　行政執行の適法性、効率性、妥当性を維持し
確保する

前田　敦子
管理職 左記以外
3 人 4 人

4 0

5 0

0 0.0% 0

政策的事業 無し



３　実施計画事業（政策的事業（政策的事業のない課かいは一般管理事務等））の総括評価

４　Actionにチェックの入った今年度「事務改善」を行う事業
No.

５　Actionにチェックの入った今年度「休・廃止」を検討する事業
No.

６　働きかたの見直しにおける取り組み結果（28-30年度の3か年の取り組みの結果、得られた生産性向上などの成果）

　 　

取り組みの結果

　朝礼のほか、毎週月曜日に週礼を行い、局内の職員の業務スケジュールや課題等について情報共有するとともに、業務の進捗状況に応じて職員の応援体制を整え、職員の業務負荷の軽減を図り、課の業務を計
画通り実施することができた。

　人工・事務事業費・事務事業指標達成度の結果にかかる分析（Check）　／　今後の展望（Action）

　

　定期監査の指摘事項の件数は、実績値が25件と21件増加となった。指摘事項については、職員が各課に出向き、次年度の状況を確認し、改善していなければ注意するなどのフォローアップを行い、違法、不正の
指摘にとどまらず、指導に重点を置いた監査を実施している。また、提出書類や記載要領、予備監査の書式や手法等について随時見直しを行い、監査の実効性の向上を図っている。
　各監査結果の公表は、「茅ヶ崎市自治基本条例」に基づき、市民に分かりやすい表現に努めている。
　住民監査請求監査については、請求から60日以内に結果を公表するため、他市の状況及び判例等を調査研究するなど他の業務と平行しながら計画的に業務の進行管理を行う必要がある中では、職員の知識と
経験が不可欠であり課題となっている。
　職員の時間外勤務については、前年度に比べ、総時間数が295時間と272時間増加し、一人当たりの月平均時間数も0.4時間から6.1時間となった。時間外勤務の増の要因としては、主に、平成30年度より職員が1
名削減されたことに加え、常勤職員の半数が異動したことにより、監査の実務経験が浅い職員が増加したことによるものである。また、保健所政令市への移行等も局内の業務負荷の増に繋がっている。実務経験の
ある再任用職員の配置により、補われている部分もあるが、適切かつ効率的な監査・検査を実施するためには、担当職員の更なるスキルアップを図っていきたい。
　今後は、民間企業や全国都市監査委員会等が行う研修、各協議会などに出席し、職員の監査能力の向上に努め、経験のある職員を含めた複数職員による実査などのＯＪＴや局内ミーティングでの職場内研修等
を通じ、職員一人一人の能力開発に努め、資質向上を図る必要がある。

事務事業（検討事業がない場合は - ） 休・廃止検討の理由（1事業も検討できない場合はその理由を記載）

　

事務事業（事業がない場合は - ） 事務改善の内容

　

政策的事業 無し

政策的事業 無し


